
○認知症疾患に関する鑑別診断の実施など、地域での認知症医療提供体制の拠点としての活動を⾏う事業（H20年〜）
→ 平成２９年度より、さらなる整備促進のため、診療所型の設置要件に病院を追加し「連携型」を新設
○実施主体：都道府県・指定都市（鑑別診断に係る検査等の総合的評価が可能な医療機関に設置）
○設置数：全国に４２９か所（平成30年９⽉現在 都道府県知事⼜は指定都市市⻑が指定）

認知症疾患医療センター運営事業

基幹型 地域型 連携型

設置医療機関 病院（総合病院） 病院（単科精神科病院等） 診療所・病院

設置数（平成30年9月現在） １６か所 ３５９か所 ５４か所

基本的活動圏域 都道府県圏域 二次医療圏域

専
門
的
医
療

機
能

鑑別診断等 認知症の鑑別診断及び専門医療相談

人員配置 ・専門医 （１名以上）
・臨床心理技術者 （１名以上）
・精神保健福祉士又は保健師等

（２名以上）

・専門医 （１名以上）
・臨床心理技術者 （１名以上）
・精神保健福祉士又は保健師等

（２名以上）

・専門医 （１名以上）
・看護師、保健師、精神保健福祉士、
臨床心理技術者等 （１名以上）

検査体制
（※他の医療機関との連携

確保対応で可）

・ＣＴ
・ＭＲＩ
・ＳＰＥＣＴ（※）

・ＣＴ
・ＭＲＩ（※）
・ＳＰＥＣＴ（※）

・ＣＴ（※）
・ＭＲＩ（※）
・ＳＰＥＣＴ（※）

ＢＰＳＤ・身体合併症対応 空床を確保 急性期入院治療を行える医療機関との連携体制を確保

医療相談室の設置 必須 －

地域連携機能 ・地域への認知症に関する情報発信、普及啓発、地域住民からの相談対応
・認知症サポート医、かかりつけ医や地域包括支援センター等に対する研修の実施
・地域での連携体制強化のための｢認知症疾患医療連携協議会｣の組織化 等

平成30年度予算：836,173千円
（平成29年度予算：796,494千円）
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認知症カフェ実施状況

○ 認知症カフェ
⇒ 認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場

【認知症カフェ等の設置・普及】

地域の実情に応じて認知症地域支援推進員等が企画するなど、認知症の人が集まる場や認知症カフェなどの認知症の人
や家族が集う取組を２０２０（平成３２）年度までに全市町村に普及させる

○ 29年度実績調査
・47都道府県1,265市町村にて、5,863カフェが運営されている。
・設置主体としては、介護サービス施設・事業者、地域包括支援センターが多く見られた。

～認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）抜粋～

～都道府県別実施状況（実施市町村数）～

※ 都道府県管内において認知症カフェの開設を把握
している市町村数。

※n=5967 複数回答あり

～都道府県別実施状況（設置カフェ数）～

都道府県
実施

市町村
数

都道府県
実施

市町村
数

都道府県
実施

市町村
数

北海道 82 石川県 16 岡山県 21

青森県 22 福井県 15 広島県 20

岩手県 22 山梨県 20 山口県 17

宮城県 31 長野県 55 徳島県 16

秋田県 21 岐阜県 39 香川県 12

山形県 35 静岡県 27 愛媛県 15

福島県 38 愛知県 47 高知県 22

茨城県 30 三重県 25 福岡県 46

栃木県 19 滋賀県 18 佐賀県 11

群馬県 22 京都府 26 長崎県 15

埼玉県 61 大阪府 37 熊本県 29

千葉県 41 兵庫県 41 大分県 16

東京都 49 奈良県 20 宮崎県 16

神奈川県 22 和歌山県 12 鹿児島県 28

新潟県 26 鳥取県 13 沖縄県 20

富山県 15 島根県 14 計 1,265

都道府県 カフェ数 都道府県 カフェ数 都道府県 カフェ数

北海道 250 石川県 143 岡山県 122

青森県 44 福井県 42 広島県 138

岩手県 68 山梨県 46 山口県 60

宮城県 188 長野県 132 徳島県 42

秋田県 59 岐阜県 151 香川県 37

山形県 96 静岡県 127 愛媛県 41

福島県 112 愛知県 377 高知県 80

茨城県 77 三重県 94 福岡県 174

栃木県 38 滋賀県 63 佐賀県 23

群馬県 111 京都府 156 長崎県 37

埼玉県 365 大阪府 362 熊本県 101

千葉県 184 兵庫県 446 大分県 56

東京都 433 奈良県 53 宮崎県 46

神奈川県 235 和歌山県 31 鹿児島県 90

新潟県 148 鳥取県 41 沖縄県 50

富山県 60 島根県 34 計 5,863

～設置主体～

7%

21%

1%

29%
9%

5%

28%

市町村

地域包括支援センター

認知症疾患医療センター

介護サービス施設・事業者

社会福祉法人

NPO法人

その他
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社会全体での予防・健康づくりの推進
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社会全体としての国⺠運動へ

○企業・団体・⾃治体への参画の呼びかけ
○社員・住⺠の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供
○⼤⾂表彰「健康寿命をのばそう！アワード」
○「健康寿命をのばそう！サロン」による参画団体の交流と好事例の横展開
○「いきいき健康⼤使」による、各種イベントでの健康づくりの呼びかけ

厚⽣労働省厚⽣労働省

社内啓発や消費者への啓発活動に利⽤するロゴマーク
の使⽤（パンフレットやホームページなど）

→ 企業等の社会貢献と広報効果

社員・住⺠の健康づくり、禁煙や受動喫煙防⽌の呼び
かけ、検診・健診促進のためのポスター等による啓発
→ 社員・住⺠の健康意識の向上・促進

＜事業イメージ＞

・フィットネスクラブ
・⾷品会社

等

・メディア
・外⾷産業

企業・団体
⾃治体＜健康寿命をのばそう！アワード表彰式＞

○背景：⾼齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により⽣活習慣病等を始めとした疾病を予防・早
期に発⾒することで、国⺠の健康寿命の延伸と健康格差の縮⼩を図り、健やかで⼼豊かに⽣活できる活⼒
ある社会を実現することが重要である。

○⽬標：「適度な運動」「適切な⾷⽣活」「禁煙・受動喫煙防⽌」「健診・検診の受診」をテーマに、健康づくり
に取り組む企業・団体・⾃治体を⽀援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進。個⼈や企業の
「健康意識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国⺠運動へ発展させる。

健康寿命をのばす国⺠運動
＜スマート・ライフ・プロジェクト＞

参加団体数：4,450団体
(H30.8.30現在)
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団体名 取組・活動名 具体的な内容（抜粋）

山梨県食生活
改善推進員連
絡協議会
（第４回健康寿命をのば
そう！アワード）

食塩摂取量全国1位
からの脱却！「私達
の健康は私達の手
で」健康づくりのボラ
ンティア活動の取組

会員が、各家庭を訪問し、デジタル塩分測定器等を用いて
「みそ汁の塩分濃度」の測定を実施。結果がその場ですぐに
数値として表れるため、対象者にもわかりやすくアドバイスが
可能。また、塩分測定の結果を市町村別みそ汁塩分マップと
して分かりやすく視覚化。

ソーシャルキャピタルの重要性が示され、地域のつながりを
重要視。原点ともなる家庭単位での減塩活動であり、それが
地域、県全体へと広がっていく活動となっている。
→平均濃度１．１％（平成９年）から平均濃度０．９７％（平成２

３年度）そして平均濃度０．７４％（平成２６年度）と減塩化して
おり、少しづつではあるが減塩意識が高まっている。

自治体・団体名 取組・活動名 具体的な内容（抜粋）

東京都足立区
（第6回健康寿命をのば
そう！アワード）

住んでいるだけで自
ずと健康に！「あだ
ちベジタベライフ～そ
うだ、野菜を食べよう
～」

被保険者１人当たりに糖尿病医療費が23区内で最も多い等
の結果から、糖尿病対策を重点的に実施するため、区民の野
菜摂取量が国の目標より100ｇ以上少ないというデータに注目。

特に区の調査で野菜摂取が少ない世代として判明した20代、
30代の男性は外食や中食が多いことから、区内の飲食店に

協力を求め、ラーメンや焼肉を注文しても自ずと食前ミニサラ
ダが出てくるような「ベジファーストメニュー」や、「野菜たっぷり
メニュー」などが提供される「あだちベジタベライフ協力店」を
置いた。

アワードを受賞した自治体・団体の取組み
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「健康な⾷事」の普及

35

健康な⾷事・⾷環境
（スマート・ミール）認証制度

「健康な⾷事」

• 健康寿命の延伸のためには、国⺠が、信頼できる情
報のもとで、栄養バランスのとれた⾷事を⽇常的にとる
ことが可能な環境を整備していくことが重要。

• ⾷を通じた社会環境の整備に向けて、平成27年9⽉
に厚⽣労働省より、「健康な⾷事」に関する通知を地
⽅⾃治体及び関係団体宛に発出。

（通知の内容）
① 健康な⾷事の普及について、
• 健康な⾷事の考え⽅を整理したリーフレットを作成。
• 栄養バランスの確保のため、主⾷・主菜・副菜を組
み合わせた⾷事の推奨を図るためにシンボルマークを
作成。

② ⽣活習慣病予防や健康増進の観点から、事業者
等による栄養バランスのとれた⾷事の提供のために、主
⾷・主菜・副菜ごとの⽬安を提⽰。

• ⽇本栄養改善学会が中⼼となり、⽣活習慣病関連
の学会※１や関連企業等の協⼒の下、⺠間主体で
認証制度を、本年4⽉に創設※２。
※１ 現在、10学協会で構成。
※２ 本年9⽉に第⼀回認証を⾏い、外⾷：25事業者（395店舗）、

中⾷：11事業者（16,736店舗）、給⾷：34事業所（34店舗）を認定。

• 今後、更なる普及に向けて厚⽣労働省としても⽀援。

シンボルマークリーフレット



【糖尿病の重症化予防の推進】
○糖尿病の重症化予防プログラムを策定(2016年4⽉)
○厚労省・⽇本医師会・糖尿病対策推進会議の三者の連携協定

(2016年3⽉)を通じ、地域での取組を推進
○⾃治体での取組の先進・優良事例を公表(2017年7⽉)糖尿病の重症化

予防の横展開

現在の取組

○経済財政運営と改⾰の基本⽅針2018 （2018年6⽉15⽇閣議決定）（予防・健康づくりの推進関係：抜粋）
・糖尿病等の⽣活習慣病の重症化予防に関して、‥‥ 先進・優良事例の横展開の加速に向けて今後３年間で徹底して取り組む
・予防・健康づくりに頑張った者が報われる制度を整備する
・保険者における予防・健康づくり等の分野におけるインセンティブ改⾰の取組の全国的な横展開を進める

横展開の加速化

頑張った者が
報われる制度

保険者の
インセンティブ改⾰

≪⽬標≫重症化予防に取り組む⾃治体を800市町村(2020年度)
≪実績≫118市町村(2016年度) → 654市町村(2017年度)

【インセンティブの強化・拡⼤】
○健保組合へのインセンティブの仕組みを強化（2018年度〜）
個⼈インセンティブの取組も評価指標に追加
※特定健診の実施率や重症化予防の取組に応じて後期⾼齢者⽀援⾦の
加減算を⾏う仕組み。

【加算率（ペナルティ）】
0.23％（2017年度まで） ⇒ 最⼤10％ (2018年度から2020年度

までに段階的に引上げ) 
【減算率（インセンティブ）】

0.05％（2017年度まで） ⇒ 最⼤10％（2018年度〜）

○国保の保険者努⼒⽀援制度の本格実施（2018年度〜）
※財政規模：総額1000億円（都道府県分500億円、市町村分500億円）

○特定健診・保健指導の実施率を保険者別に公表
（2017年度実績から、2019年3⽉頃公表予定）

【保険者の取組の評価に当たり成果指標を導⼊】

○特定保健指導について、実施量による評価に加え、アウトカム評価も導⼊
（2018年度〜）
※３ヵ間で腹囲２㎝以上かつ体重２㌔以上の減少

○⼀部⾃治体では、アウトカム評価等を活⽤し、個⼈にインセンティブを
提供しており、こうした好事例の横展開を推進

【国保の取組をインセンティブで⽀援】
○保険者努⼒⽀援制度を先⾏実施（2016年度〜）

※保険者努⼒⽀援制度は、予防・健康づくりに取り組む⾃
治体への財政⽀援を⾏う仕組み

※財政規模：150億円(2016年度)→250億円(2017年度)

《⽇本健康会議による全国展開》
○先進的な予防・健康づくりの取組を⺠間主導（⾃治体・保険者・企業・医療関係者等）で全国に広げるための「⽇本健康会議」が発⾜（2015年7⽉）。
○「健康なまち・職場づくり宣⾔2020」→進捗状況をホームページで公表し「⾒える化」。
○糖尿病重症化予防、個⼈インセンティブ等の先進・優良事例を紹介し、全国展開。

《保険者の取組の⽀援（インセンティブ）》
○保険者による予防・健康づくりの取組をインセンティブにより⽀援。（保険者努⼒⽀援制度・後期⾼齢者⽀援⾦の加減算制度）

【個⼈のインセンティブを推進】
○保険者による加⼊者への予防・健康づくりの⽀援を、努⼒
義務化（2015年法改正）
（例：ヘルスケアポイント、分かりやすい情報提供など）
○個⼈にインセンティブを提供する取組に係るガイドライン
の策定・公表

≪⽬標≫加⼊者へのインセンティブに取り組む⾃治体を800
市町村(2020年度)

≪実績≫115市町村(2016年度) → 326市町村(2017年度)

保険者による予防・健康づくりとインセンティブの推進
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保険者
種別

健康保険組合・共済組合 協会けんぽ 国保（都道府県・市町村） 後期高齢者医療広域連合

手法等

後期高齢者支援金の
加算・減算制度の見直し
⇒ 加算率：段階的に引上げ、

2020年度に最大10%
減算率：最大10%～1％

加入者・事業主等の行動努
力に係る評価指標の結果を
都道府県支部ごとの保険料
率に反映

保険者努力支援制度を本格実施
（700～800億円）
（2018年度は、別途特別調整交付金
も活用して、総額1,000億円規模）

各広域連合の取組等を特別
調整交付金に反映
（100億円）

共通
指標

①特定健診・保健指導、②特定健診以外の健診（がん検診、歯科健診など）、 ③糖尿病等の重症化予防、④ヘルスケアポイント
などの個人へのインセンティブ等、⑤重複頻回受診・重複投薬・多剤投与等の防止対策、⑥後発医薬品の使用促進

独自
指標

・被扶養者の健診実施率向上
・事業主との連携(受動喫煙防止等)

等の取組を評価

医療機関への受診勧奨を受
けた要治療者の医療機関受
診率等

保険料収納率向上等
高齢者の特性（フレイルなど）

を踏まえた保健事業の実施
等

保険者における予防・健康づくり等のインセンティブの見直し

保険者
種別

健康保険組合・共済組合 協会けんぽ 国保（市町村） 後期高齢者医療広域連合

同上
2018年度以降の取組を前倒
し実施（20～50億円）

〈2018年度以降〉

〈2016、2017年度〉

○ 2015年国保法等改正において、保険者種別の特性を踏まえた保険者機能をより発揮しやすくする等の観点から、①市町村国
保について保険者努力支援制度を創設し、糖尿病重症化予防などの取組を客観的な指標で評価し、支援金を交付する（2016年
度から前倒し実施を検討）、②健保組合・共済の後期高齢者支援金の加算・減算制度についても、特定健診・保健指導の実施
状況だけでなく、がん検診や事業主との連携などの取組を評価する（施行は2020年度から）仕組みに見直すこととした。

保険者
種別

健康保険組合・共済組合 協会けんぽ 国保（市町村） 後期高齢者医療広域連合

後期高齢者支援金の加算・減算制度
⇒ 特定健診・保健指導の実施率がゼロの保険者は加算率0.23% ⇔ 減算率は0.05％

〈2015年度まで〉

2018年度以降の取組を前倒し実施
(2016年度は150億円、2017年度は250億円)

2017年度に試行実施
（保険料への反映なし）

※全保険者の特定健診等の実施率を、2017年度実績から公表
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○ 予防・健康づくりに取り組む加入者にヘルスケアポイントを提供するなど、保険者が加入者に予防・健康
づくりのインセンティブを提供する取組は重要。2015年の国保法等改正法で、保険者の努力義務として健保
法等に位置付けられ（2016年４月施行）、国でもガイドラインを策定・公表した（2016年５月）。

○ 保険者のインセンティブ指標にも、予防・健康づくりへの個人インセンティブの取組を位置づけた。

◎持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成27年法律第31号）
○健康保険法の一部改正 ※傍線部分を改正で追加（国保法、共済各法も同様に改正）
第百五十条 保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律第二十条の規定による特定健康診査及び同法第二十四条の規定による

特定保健指導（以下この項及び第百五十四条の二において「特定健康診査等」という。）を行うものとするほか、特定健康
診査等以外の事業であって、健康教育、健康相談及び健康診査並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者及びその被扶
養者（以下この条において 「被保険者等」という。）の自助努力についての支援その他の被保険者等の健康の保持増進の
ために必要な事業を行うように努めなければならない。

個人の予防・健康づくりに向けたインセンティブの推進

◎持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（平成27年5月26日 参議院厚生労働委員会）
政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。
四 ２ 保健事業において保険者が実施する予防・健康づくりのインセンティブの強化に当たっては、保険者に対し好事例の
周知に積極的に取り組むとともに、必要な医療を受けるべき者が受診を抑制し、重症化することがないよう、インセンティ
ブ付与の在り方について十分検討すること。

保険者

〈例〉健康グッズ（万歩計、血圧計等）
人間ドッグ割引券、スポーツクラブ利用券
プリペードカード 等

〈例〉ウォーキングやジョギングを行う。歩数・体重・血圧を記録
特定健診を受ける。健保組合の健康づくりイベントに参加
健診の結果、翌年度の検査値が改善した 等 加⼊者

健康づくりへの取組

ポイントの提供
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健康寿命の更なる延伸に向けて（健康寿命延伸プラン）
○ 「次世代を含めたすべての⼈の健やかな⽣活習慣形成等」、「疾病予防・重症化予防」、「介護予防・

フレイル対策、認知症予防」の３分野を中⼼に、インセンティブの強化、ナッジの活用などにより、
①健康無関心層へのアプローチを強化しつつ、②地域・保険者間の格差の解消を図ることによって、
個人・集団の健康格差を解消し、 健康寿命の更なる延伸を図る。

次世代を含めた
すべての⼈の
健やかな⽣活
習慣形成等

 ⼦育て世代包括⽀援センターの質と量の充実等による「健やか親⼦21」に基づいた次世代の健やかな⽣活習慣
形成の推進及び関連研究の実施

 成育サイクルに着⽬した疾病予防・治療⽅法等に関する研究の推進

 乳幼児期・学童期の健康情報を⼀元的に確認できる仕組みの構築

 野菜摂取量増加に向けた取組等の横展開、⺠間主導の健康な⾷事・⾷環境（スマート・ミール）の認証制度等の
普及⽀援など、⾃然に健康になれる環境づくりの推進

 予防・健康づくりに関係する地域の関係者が⼀体となって、「健康⽇本21」も踏まえた健康的な⾷事・運動や
社会参加の推進に取り組むため、スマートライフ・プロジェクト、⽇本健康会議等の連携を強化 等

疾病予防・
重症化予防

介護予防・
フレイル対策
認知症予防

 保険者に対するインセンティブ措置の強化、先進・優良事例の横展開等による疾病予防・重症化予防の推進

 医療機関と保険者・⺠間事業者等が連携した医学的管理と運動・栄養等のプログラムを⼀体的に提供

 個⼈の予防・健康づくりに関する⾏動変容につなげる取組の強化（ナッジ、ヘルスケアポイント、ウェアラブル機器等）

 がんの早期発⾒に向けた精度の⾼い検査⽅法等の研究・開発等

 ⻭科健診や保健指導の充実を図り、⻭科医療機関への受診を促すなど、全⾝の健康にもつながる⻭周病等の
⻭科疾患対策の強化 等

 保険者に対するインセンティブ措置の強化等により、

① ⾝近な場所で⾼齢者が定期的に集い、⾝体を動かす場等の⼤幅な拡充

② あわせて、介護予防事業と⾼齢者の保健事業（フレイル対策）との市町村を中⼼とした⼀体実施を推進

 効果検証の上、介護報酬上のインセンティブ措置の強化（デイサービス事業者）

 認知症予防を加えた認知症施策の推進（⾝体を動かす場等の拡充、予防に資するエビデンスの研究等） 等 39



フレイル対策を含めた予防対策の推進
（市町村が一体的に実施する仕組みの検討、

インセンティブの活用）
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検 討 の 進 め ⽅
○有識者会議における検討

・ ⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的な実施に関して、制度的・実務的な論点について整理するため、有識者会議を
設けて検討。
※ 保健事業・介護予防に係る学識経験者、保険者の代表

者、職能団体の代表者などにより構成。

・同有識者会議の検討状況は、社会保障審議会医療保険部会
及び介護保険部会に報告。報告を踏まえながら、両部会に
おいて制度⾯・実務⾯の観点から議論。
＜有識者会議における主な検討事項（案）＞
（１）⼀体的実施の意義・⽬的
（２）実施内容（効果的な⽀援のあり⽅）
（３）実施主体（市町村と広域連合、保険者間の役割分担）
（４）事業スキーム（財源、計画、ＰＤＣＡ等）
（５）その他

○検討スケジュール
・ ７⽉１９⽇ 医療保険部会開催
・ ７⽉２６⽇ 介護保険部会開催
・ ９⽉ ６⽇ 第１回有識者会議開催
・ ９⽉２０⽇ 第２回有識者会議開催
・１０⽉ ５⽇ 第３回有識者会議開催
・１０⽉２４⽇ 第４回有識者会議開催
・１１⽉２２⽇ 第５回有識者会議開催（予定）

検討結果とりまとめ
⇒ 両部会に報告、議論（予定）

構 成 員 （敬称略、50⾳順）
有澤 賢⼆ ⽇本薬剤師会常務理事
飯島 勝⽮ 東京⼤学⾼齢社会総合研究機構教授
⽯⽥ 路⼦ ＮＰＯ法⼈⾼齢社会をよくする⼥性の会理事
遠藤 久夫 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所所⻑
⼤澤 正明 全国知事会理事（群⾺県知事）
鎌⽥久美⼦ ⽇本看護協会常任理事
河本 滋史 健康保険組合連合会常務理事
城守 国⽃ ⽇本医師会常任理事
⼩⽟ 剛 ⽇本⻭科医師会常務理事

近藤 克則 千葉⼤学予防医学センター社会予防医学研究部⾨教授
⿑藤 秀樹 全国⽼⼈クラブ連合会常務理事
⽥中 和美 神奈川県⽴保健福祉⼤学保健福祉学部栄養学科教授

⼀郎 東北⼤学⼤学院医学系研究科教授
津下 ⼀代 あいち健康の森健康科学総合センターセンター⻑
藤井 康弘 全国健康保険協会理事
前葉 泰幸 全国市⻑会副会⻑（三重県津市⻑）
⼭本 賢⼀ 全国町村会副会⻑（岩⼿県軽⽶町⻑）
横尾 俊彦 全国後期⾼齢者医療広域連合協議会会⻑（佐賀県後期

⾼齢者医療広域連合⻑／佐賀県多久市⻑）

道
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健康寿命延伸に向けた取組

○ 健康格差の解消により、2040年までに健康寿命を３年以上延伸、平均寿命との差の縮小を目指す。

○ 重点取組分野を設定、２つのアプローチで格差を解消。
①健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進
・多様な主体の連携により、無関心層も含めた予防・健康づくりを社会全体で推進。

②地域間の格差の解消
・健康寿命には、大きな地域間格差。地域ぐるみで取り組み、格差を解消。
※全都道府県が、健康寿命の最も高い山梨県の水準に到達すれば、男性＋1.07年、女性＋1.43年の延伸。

基盤整備

次世代の健やかな
生活習慣形成等

疾病予防・重症化予防

介護・フレイル予防

健やか親子施策

がん対策・生活習慣病対策等

介護予防と保健事業の
一体的実施

・すべての子どもの適切な生活習慣形成のための介入手法の確立、総合的な支援

・リスクのある事例の早期把握や個別性に合わせた適切な介入手法の確立

・成育に関わる関係機関の連携体制の構築

・個別・最適化されたがん検診・ゲノム医療の開発・推進、受けやすいがん検診の体制
づくり

・インセンティブ改革、健康経営の推進
・健康無関心層も自然に健康になれる社会づくり（企業、自治体、医療関係者等の意識

共有・連携）（日本健康会議等）

・介護予防（フレイル対策(口腔、運動、栄養等)を含む）と生活習慣病等の疾病予防・
重症化予防を一体的に実施する枠組みの構築、インセンティブも活用

・実施拠点として、高齢者の通いの場の充実、認知症カフェの更なる設置等 地域交
流の促進

② 地域間の格差の解消① 健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進

具体的な方向性 目指す２０４０年の姿重点取組分野

データヘルス 社会全体での取組み

・成育環境に関わらず、すべての子どもが心身ともに健
やかに育まれる。

例）低出生体重児の割合や10代の自殺死亡率を
先進諸国トップレベルに改善する。

・個々人に応じた最適ながん治療が受けられる。

・所得水準や地域・職域等によらず、各種の健康 指標
の格差が解消される。

・身近な地域で、生活機能低下防止と疾病予防・ 重症
化予防のサービスが一体的に受けられる。

例）通いの場への参加率 15％
認知症カフェの設置箇所数 9,500箇所

研究開発

（日本健康会議等）

見える化

平均寿命と健康寿命の差
（山梨県と全国の比較）

(出典)
平均寿命：平成27年簡易生命表、平成27年都道府県別生命表
健康寿命：平成28年簡易生命表、平成28年人口動態統計、

平成28年国民生活基礎調査、平成28年推計人口

平均寿命 健康寿命

72.14

73.21

80.79 80.85
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7.6歳差8.7歳差 縮⼩

引上げ
＋1.07

山梨全国

74.79

76.22

87.05 87.22
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85
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11歳差12.3歳差 縮⼩

＋1.43
引上げ

全国 山梨

＜女性＞＜男性＞

平成30年4月12日経済財政諮問会議
加藤大臣提出資料（一部改変）
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○経済財政運営と改⾰の基本⽅針2018〜少⼦⾼齢化の克服による持続的な成⻑経路の実現〜
（平成30年６⽉15⽇閣議決定）抜粋

第３章 「経済・財政⼀体改⾰」の推進
４．主要分野ごとの計画の基本⽅針と重要課題
（１）社会保障

（予防・健康づくりの推進）
⾼齢者の通いの場を中⼼とした介護予防・フレイル対策や⽣活習慣病等の疾病予防・重症化予防、就労・社会参加

⽀援を都道府県等と連携しつつ市町村が⼀体的に実施する仕組みを検討するとともに、インセンティブを活⽤するこ
とにより、健康寿命の地域間格差を解消することを⽬指す。

○まち・ひと・しごと創⽣基本⽅針2018（平成30年６⽉15⽇閣議決定）抜粋
Ⅲ．各分野の施策の推進

５．時代に合った地域をつくり、安⼼な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する
（７）地域共⽣社会の実現

【具体的取組】
◎疾病や健康づくりの推進による地域の活性化

⼈⽣100年時代を⾒据えて健康寿命の延伸を図るため、地域における⾼齢者の通いの場を中⼼とした、介護予
防・フレイル対策（運動、⼝腔、栄養等）や⽣活習慣病などの疾病予防・重症化予防を⼀体的に実施する仕組み
を検討する。
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